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はじめに-生活問題 ･社会問題の研究と社会政
策学
生活科学部では広く ｢生活研究｣を行うが､その対象
や方法は広範にわたっている｡そのなかで､生活や生活
問題を経済学の方法により分析 ･研究する分野がある｡
それらは､生活経済学､家庭経済学､家政経済学､家族
経済学､消費者経済学など名称はさまざまである｡
しかし､一般に経済学の方法によりといっても､実は
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経済学自身は生活者や消費者の側からの生活問題を直接
その研究対象とすることは少なかぅた｡多くの場合､経
済学は資本の運動法則に関心をもち､生産者の立場から､
生産 ･分配 ･消費の安定的な展開を主要な課題とした｡
したがって､上記の学科目は経済学部に置かれることは
少なく (消費者経済学はやや例外的であるが)､消費経
済学や消費者行動諭のような買わせる企業側の経済学で
ある場合が多かった｡
他方､応用経済学に属する社会政策学 (最近では労働
経済学)は経済学部におかれ (司法試験の科目なので法
学部にも設置されている)､かつては総合的政策科学で
あり､労働問題や社会問題を政策課題とし､それとの関
連で､政策対象である労働者の生活状態や国民の生活問
題に早くから関心を示した｡
そこで､本稿は社会政策学が生活問題や生活研究をどl
のように取 り扱ってきたかを大きな流れにおいて跡付
け､生活問題を経済学的に研究する生活経済学の形成に
どのように関連し､寄与してきたかを探ることを課題と
する｡ただ､生活経済学の領域 ･対象や方法については､
本稿では叙述の対象外におくので､いわば生活経済学形
成の序説にあたる部分に限定したい｡
1. 道義的社会政策学から経済理論的社会政策学へ
(1) 道義的社会政策の政策対象一憐れな労働者
日本で初めて社会政策学会が設立されたのは1896年で
あったが､それはドイツで1873年に設立された社会政策
学会に範をおくものであった｡
当時の ドイツでは､産業革命 (1840年代から60年代)
を終えたばかりで､急激な社会変化が進行し､中産階級
の没落と労働者階級の窮乏化は大きな労働閉篭であり､
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同時に社会問題であった｡
ドイツにとって､先進国イギリスとの国際競争に打ち
勝ち､国内諸問題を解決する●ことが最大の課琴であったl
が､それを経済理論的に支えたのが新歴史学派-倫理経
済学派であり､講壇社会主義者であった｡彼らはドイツ
マンチェスター学派の自由放任主義に反対し､保護貿易
政策を支持し､国内の社会問題 ･労働問題に対して ｢分
配的正義｣を実現するために､国家による社会改良政
栄-社会政策を提起し､1873年に ｢社会政策学会｣を結
成した1㌧ 彼らの社会政策理串は､ドイツ皇帝を労使双
方の上にたつ超越的な存在とし､他方労働者を保護 ･救
済されるべき ｢憐れな貧民｣として位置づけ､労使間の
紛争や労働問題にたいして､国家 (皇帝)が道義的 ･倫
理的な立場から､1880年代の社会保険立法 (83年 :疾病
保険､84年 :労働災害保険､89年 :廃疾保険)などを手
段として､行き過ぎた経済的不公平を是正するとともに､
しかし過激な労働運動や社会主義運動に対しては ｢社会
主義鎮圧法｣(1878年)によって抑圧 した｡すなわち､
｢飴と鞭｣の政策体系がとられたわけである｡
日本の社会政策学会は､このようなドイツ社会政策学
会の影響をうけ､その設立の ｢趣意書｣(1900年)にお
いて､基本理念を ｢余輩は放任主義に反対す--余輩は
社会主義に反対す･-･余輩の主義とするところは現在の
私有経済組織を維持し其範囲内において個人の活動と国
家の権力によって階級の乳蝶を防ぎ社会の調和を期する
にあり2リ と宣言した｡
これに見るように､日本の初期の社会政策は､｢上か
ら｣階級対立を緩和し､社会の調和を図ることをその日
的としたが､下層貧民や弱者の保護を直接の政策課題と
したのでもなく､むろん一般労働者の生活状態に注目す
るわけではなかった｡このような性格は､たとえば1907
年12月に､｢工場法と労働問題｣を論題に東京大学で開
かれた社会政策学会第1回大会において､学会の有力メ
ンバーの一人であった金井延が､この時期においてなお､
｢保護の厚きに失して終に工業の発達を妨害することと
ならば是れ所嶺角を矯むと欲して牛を殺すに類す3リと
率直に論じた点によく現れている4)0
しかし､産業革命を敢行し日本資本主義が確立すると､
階級対立の激化の兆しが現れ､労働者保護の必要性が認
識された｡そして､その基礎資料として労働者の生計状
態の把握が必要となり､関係官庁の農商務省はその実態
調査を行っている5)｡社会政策学会も労働者の生活状態
に関心を示し､第5回大会 (1.911年12月)で ｢労働保険｣
を共通論題とした後､第6回大会 (1912年10月)には
｢生計費問題6リをとりあげた｡
そのような状況のなかで､｢下から｣の社会改良を重
視する高野岩三郎は､労働組合の役割に注目していたが､
一般的な労働者の ｢地位の不安七境遇の貧弱｣を実証す
る必要性を感じ､｢労働者の日常生活を統計に現｣わす
ことを志し､｢友愛会｣などの協力をえて労働者世帯の
家計調査を実施した7'｡それらは､1916年の ｢二十職工
家計調査8'Jを手始めに､1919年から1920年にかけて内
務省衛生局 ｢東京市京橋区月島における実地調査9'Jに
おいて行われた｡
これらの調査以前に､内務省は ｢細民調査｣を行って
いたが､それと比較すれば､高野が指導し実施した調査
は調査対象を窮民とせず､都市労働者を調査対象とし､
またその生活実態の調査に家計簿を用いるなど近代的な
統計的調査方法で明らかにした点で意義があった｡
大正期に入ると､友愛会を初めに近代的な労働組合が
誕生し､成長する｡第1次世界大戦は好景気をよび､貸
金上昇をもたらした｡しかし､それとともに消費者物価
の急激な上昇と長時間労働をもたらしたので､労働者は
実質賃金の低下と労働災害や曜病率の上昇に苦しんだ｡
これに対抗するために､労働組合運動は活発になり､労
使関係は極度に不安定になり､労働争議は急増した｡ま
た､物価の上昇は ｢米騒動｣(1918年)を引き起こし､
その嵐は全国に飛火し､大きな社会問題となった｡
これに対して､政府は ｢時代の進運に適当すべき救済
事業の大本を決定する｣ために､1918年に ｢救済事業調
査会｣を設置した｡そこで論議されるべき課題は労働､
生計費､失業などの経済 ･社会問題であり､一般的な工
場労働者を社会政策の対象とするようになったことを意
味するが､しかし､政府の問題の捉え方は､従来と同じ
く ｢救済事業｣という範時で取り上げられた10).r
(2) 労働力商品の保全一経済理論的社会政策学
第1次世界大戦期以降の近代的な労働組合運動の高揚
は､わが国最初の社会保険である健康保険法の成立
(1922年)を促した1,｡政府は労働組合法案を構想した
ほどであった｡この時期になると､もはや上からの倫理
的 ･道義的な社会政策論によって ｢憐れな労働者｣を保
護するという立場では､現実の社会保険の成立や労働組
合法案の必要性を説明できなくなっていた｡
それに対応して､新たな社会政策理論を展開したのは､
大河内一男の ｢労働保護立法の理論について12リ(1932
午)であった.それは､社会政策の必無性を経済理論的
に明らかにしようとするもので､大河内理論と呼ばれた｡
大河内によれば､資本主義社会で政策の対象となるの
は ｢労働者｣そのものではなく､商品としての ｢労働力｣
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であって､労働者は生産要素としての労働力の担い手で
あると捉えられた場合においてのみ政策の対象になると
いうのが立論の前提であった｡つまり､資本主義経済の
下では､｢個別資本｣-企業は利潤過求のために盲目
約 ･本能的に労働力を酷使 ･濫用し､摩滅させ､ついに
は枯渇させる本性をもつ｡ところが､そのような個別資
本の本能は必要な労働力を不足させるので､かえって産
業社会総体からみれば国民的生産力や資本蓄積を阻害す
ることになる｡そこで､産業社会の合理的精神- ｢社会
的総資本の理性｣が作用して､労働力の葡渇を防ぐため
に､労働力の ｢保全 ･培養｣が図られなければならない｡
社会政策とは､そのための国家による.｢労働力の保全｣
を図る政策であり､それはあたかも機械への注油や掃除
のように､生産の安定 ･持続の面から必要不可欠なこと
であり､｢経済社会の内在的必然性十を有するものであ
ると考えられた｡
したがって､社会政策はとくにそれを要求する労働組
合運動をその要件にしないが､しかし､この ｢生産力政
策 ･労働力政策｣という視点から､戦時経済体制を維持
するために人的､物質的資源を確保しなければならない
として､第2次世界大我期のファシズム支配下の ｢暗い
谷間｣において､｢戦時社会政策｣や丁国民生活｣の維
持を捷起しうる根拠を示すことができたのであった｡
(3) 国民生活の理論
このような視点から､戦時社会政策論が構想され､さ
らに戦時下において悪化する国民生活に対応するため
に､国民生活の維持 ･確保が問題とされるようになった｡
もちろん､国民生活の維持といっても､主たる課題は順l
当な労働力の再生産の確保という点にあるが､そこで問
題にされたのは決して ｢貧民｣の生活ではなく､｢庶民
の日常生活｣が対象とされ､ここに研究や政策の対象が
拡大されたのであった｡つまり､戦争を遂行するために
は､単に貧民を救済し､単純労働力を維持するだけではI
不十分であった｡さらに戦時 ･軍需生産力を支える一定
の質をもった労働力の再生産が必要であり､それをささ
える国民の日常生活を維持 ･確保するための条件を考察
するよう､研究対象が拡大されたのであった｡
たとえば､永野順道は 『国民生活の分析13).』において､
準戦時下における消費生活と労働生活との総体として労
働者生活を構造的に捉えようとした｡また､篭山京は
『国民生活の構造14)』において生理学的研究から労働､
休養および余暇をエネルギー循環とバランスと･して体系
化し､生活時間の配分とそのエネルギーの補給と消費の
過不足において生活構造の状態を捉えようとした｡さら
(3)
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に､大河内一男は､『戦時社会政策論15)』および 『国民
生活の課題16'』において労働者の生活を全体として捉え､
労働と休養をひっく･るめた日常生活を問題にするイ国民
生活の理論｣を提起したのであった｡
以上のような国民生活.の研究は､｢昭和十二年以後､
日本の国民生活は､殆ど救い.難い危機に落ち込んでしま
た17リ状況の下で､いわゆる銃後の軍需生産力と人口増
加の視点から ｢皇国｣の生産力の確保 (戦時社会政策)
をからくも要請し､その限りにおいて∴貧民が対象にな
るのではなく､｢国民｣という名で一般の労働者の生活
がクtj-ズアップされ､一定水準の生活の維持 ･確保-
労働力の再生産の容認を求めるという､わずかな可能性
に期待されたのであった｡
しかし､戦局が悪化すると､長時間労働が慢性化し､
労働条件も劣悪化し､食料事情も悪化し､生活必需品が
欠乏し､国民は ｢欲しがりません､勝つまでは｣と耐乏
生活を強いられ､戦時社会政策論や国民生活の理論はそ
の無力さを露呈したのであった｡
(4) 戦後社会政策論争と労働力価値
いわゆる大河内社会政策論は､｢経済機構的把握 ･生
産力視点｣にたつものであったが､戦後まもなく､服部
英太郎から批判をうけることになった｡服部は､一つに
は現実に戦前期においてその無力性が明きちかであった
ことへの反省と､もう一つには第二次大戦後の経済復興
への労働組合生産的任務を説 くことを警戒することか
ら､大河内理論を鋭く批判した｡その要点は､社会政策
の本質的な必然性として階級闘争の役割を強調し､自ら
の理論的基盤として ｢社会;経済機構的把握 ･階級的視
点｣に依ってたつべきことを主張した18)0
ここに､いわゆる ｢社会政策本質論争｣の幕が切って
落とされるが､論争を積極的に展開したのは岸本英太郎
であった｡岸本は服部の批判を支持 して､マルクス
(KatlMarx)の 『資本論』第 1巻の資本制蓄積の絶対
的 ･一般的法則から ｢窮乏化法則｣を導きだし､相対的
過剰人口の存在により賃金は労働力の価値以下へと押し
下げられ､労働者階級を窮乏化に陥れると把握した｡労
働者階級はこれに対抗するために階級闘争を展開する
が､そのことによる剰余価値生産の撹乱を調整し安定化
させるために､国家は労働力の価値収奪に対する抑制 ･
媛和策を講ずる必要に迫られるが､この譲歩 (抑制つき
の譲歩)の体系が社会政策であると規定した19)0
このよう-1な社会政策の本質をめぐる論争は多くの論者
を巻き込み､社会政策が労働者および労働組合の運動や
意識を反映する譲歩政策であるという岸本理論に対し
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て､戦後民主化政策が展開し､労働組合が経済社会のな
かで市民権を獲得し､社会的に発展するなかで､多くの
論者から一定の支持があったのも事実である｡この理論
では､労働組合運動を社会政策の重要な契機とみなし､
労働者の主体性を重視するので､労働者生活の独自性が
認められ､資本の運動法則から相対的に自立して成立す
ることが認められ､したがって生活研究が一個の科学と
して成り立つことを明確にしうるものであらた｡この点
で岸本理論は評価できる｡
しかし､他方､岸本理論は社会政策を ｢賃労働者を対
象とする国家の社会改良政策である｣と政策内容を限定
し､弾圧や抑制を含む体系は社会政策でないと断定した
20'｡また､第2次大戦期に社会政筆の対象が国民生活へ
と拡大されたことを否定し､社会事業はおろか社会保障
でさえも賃労働者以外の一般国民を対象として含むの
で､それは社会政策ではないと断定したのであった21)0
自らの抽象的な本質規定を絶対視し､現実の社会や経済､
文化の変化に対応して政策転換が行われ､本質規定に変
容が迫られても､元の抽象的本質規定から少しでも外れ
るものは社会政策ではないとして､一切排除するという
理論構成は柔軟性を欠き､問題である｡
さらにまた､窮乏化法則が作用し､労働者ゐ賃金は不/
断に労働力価値以下に低下し (抑制 ･積和されるとはい
え)､労働者階級は絶対的に窮乏化することは避けられ
ないと捉えられたことも､昭和30年代以降の高度経済成
長による生活様式の変化によって､その観念性は明､らか
になっていっ_たのである｡
2.社会政策学から労働経済学へ
(1) 高度経済成長下の生活変容と生活構造論
昭和20年代は戦後復興の過程であったが､貧困や低賃
金を追放して生活水準を向上させることが国民的課題で
あった｡これに対応して､社会政策研究者の問題意識も
貧困問題や日本型低賃金構造の分析に向けられることが
多く､それらを実証するための実態調査が積極的に行わ
れた｡また､低賃金を引き上げる根拠として､理論生計
費や標準生計費の算定方法も研究課題となった｡
しかし､昭和30年代以降の高軍経済成長の下で大幅な
賃金水準の引き上げが行われると､貸金と生計費の轟離
は縮小し､あるいは生計費をこえた貸金引き上げが行わ
れるようになる｡企業の収益が増し支払能力が高まり､
労働力の需給が逼迫するところでは､貸金が生計費によ
って決定される要素は低下する｡.一そこでは､標準生計費
の持つ意味自体が問題となり､前提となる生活内容や水
(4)
準､あるいはどのような労働者を対象として算定するか
などが問われなければならないことになる2㌔
つまり､高度経済成長は､単に貸金 ･所得水準を引き
上げただけでなく､国民の生活構造を大きく変化させた｡
製造業を中心とする大規模な設備投資による大量生産は
雇用労働力を都市に集中させ､就業構造や雇用構造を変
化させた｡それとともに､家庭用耐久消費財や家電製品
を普及させるなど ｢消費革命｣が進み､国民の消費構造
を大きく変化させた｡物価上昇 ･インフレも進んだが､
国民の所得も ｢倍増｣した｡高度経済成長は完全雇用と
終身雇用制 ･年功型賃金を確保し､企業別労働組合を前
提にしながら ｢春闘方式｣による大幅な賃上げを可能と
し､産業民主主義を定着させた｡このような生活水準の
向上と生活醸造の変化は国民相互に平等意識を向上さ
せ､政府は国民骨保険 ･皆年金体制 (1961年)を整備せ
ざるをえず､それらはさらに国民に平等化意識を高揚さ
このような中で､生活構造､内容､水準､意識の変化
に対応して､従来のように､標準生計費を理論的な方法
で指標化し､それに基づいて貸金の引き上げを要求する
という分析 ･研究方法や労働組合の運動方針では十分に
問題を解明できず､課題に対応できないないことが認識
されてきた｡標準生計費や生活水準を規定する要因は多
岐にわたり､それらは収入や支出にとどまらず､雇用条
件､労働条件､通勤 ･交通､住居､健康 ･栄養､教育､
余暇､貯蓄 ･保険､社会保障､地域 ･環境､社会参加な
ど多面的であり､しかも､それらの比重は国民諸階層に
より異なった｡そして､これらの過不足の状況を捉えて
｢新しい貧困｣が提起されるようになった｡
これら生活の量的 ･質的両面にわたる大きな変化とい
う事態に対応するために､労働者生活の構造的把握 ･研
究が捷起された｡この ｢生活構造｣という造語は古くは
永野順道と篭山京によるものであったが､それを引き継
ぎ､昭和30年代以降に積極的に展開したのは中鉢正美で
あったn).
この間の事情は､_中鉢によれば､｢労働者生活に現れ
た複雑な変化を正確に把握するためには､この変化をも
たらした諸要因を再生産構造のうちに位置付けるととも
に､本源的な要素である労働力の再生産機能を担当する
労働者生活､とりわけその消費の内容を規定する生活時
間の周期や生活行動の空間的ひろがり､この間に取り結
ばれる他人七の関係や情報の交換を通じて形成される意
識や行動基準などを理論的に解明するための､構造的研
究が必要になってきた｣､と総括されたのである24㌧
この生活構造論の内容は､研究者により異なるが､篭
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山によれば､家計支出･購入における選択基準と解され､
具体的には職業､家族構成､生活水準､一般的教養 (過
去の経験)などの枠組みであると捉えられている25)｡ま
た､中鉢によれば､生活構造とは､単に家計支出の内訳
構成をさすものではなく､むしろ消費と労働の全生活を
構成する骨組みのようなもので､消費生活の行われる社
会の諸条件､消費財の選択を行う世帯の構成や過去の生
活経験､家族の意識 ･心理的システムなどの諸要因の複
合であると示された26)0
このようも三､生活構造論的な生活問題の研究 ･把握は､
単に家計支出 ･生計費という貨幣的な側面にとどまら
ず､この購入の選択や消費行為の相違をもたらす背後の
諸要因を構造的に捉えようとする方法だといってよい｡
したがって､構造的な諸要因は複雑多岐にわたり､それ
ゆえに､その後の生活構造論の本格的な研究は､社会学
において積極的に展開され､社会階層論や地域社会研究､
家族生活周期研究へと向かっていった27)｡とはいえ､こ
の目に見えない生活構造という枠組みも=対する研究の方
の市場的研究としての労働経済学においてひきつがれて
いった2姑)0
(2) 賃労働の理論と労働者生活一隅谷労働麿済論
先にみた社会政策の本質論争は､戦後の日本の社会政
策学会再建の契機となり､華やかに展開されたが､やが
て抽象的な論議に陥り､昭和30年代初めには論争は収束
の方向に向かった｡
論争の中心であった岸本理論は､『資本論』第1巻の
資本制的蓄積の一般的法則から岸本独自の論理29)を展開
して導きだした ｢窮乏化法則｣に依拠して､社会政策の
本質論を展開する方法であったが､そこには二つの問題
があった｡ '
一つの問題点は､本質論の展開方法に関してである｡
岸本の場合､現実のあるいは歴史的な労働問題や労働政
策を分析 ･研究して､ある仮説 (本質論)をたて､実態
調査を行い､それに基づいて仮説の理論的 ･実証的な検
証を行い､そこから一定の法則性を導きだして本質論を
展開するという方法ではなく､抽象的な次元での本質的
契機が構築され､それがアプリオリに前提されていた方
法論であった｡
いま一つの問題点は､抽象的な本質的契機でもある自
説の理論的根拠として､19世紀中葉には上向法展開に基
づく現状分析の書であったが､1世紀を経た20世紀後半
にはもはや ｢古典｣となった 『資本論』に依拠し､しか
も第1巻の資本制的蓄積の一般的法則のみに依拠したこ
(5)
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とである｡いうまでもなく､資本論は ｢資本｣の一般的
な運動法則を明らかにしようとするものであ~り､そのま
まではいわゆる .｢賃労働｣の一般的な運動法則を解明し
ようとするものではなかった｡
この点を批判したのは隅谷三喜男の ｢賃労働の理論に
ついて一労働経済論の構想30)｣(1954年)であった.隅谷
は､社会政策の本質に関する ｢この論争は､労働問題の
社会科学的研究という点では､ほとんど何ものをもつけl
加えなかった｡論争が社会政策論の本質規定について展
開され､社会政策学の内容である賃労働自体の問題が問
題とされなかったからである｡･･-･賃労働の問題はこれ
を政策学から経済学の分野に移し､ く賃労働の理論)を
正面から追求することに.よって､はじめて問題を正しく
とらえられる31リと問題提起を行った｡
この隅谷の ｢賃労働の理論｣は､｢労働の経済学｣で
はなく｢労働問題の経済学｣を提起するものであったが､
その意味するところは次の三つの論点に集約することが
できる｡
その第1は､確かに､賃労働については 『資本論』で
取り扱われているが､r資本論』は資本一般の運動津別
を展開するものであり､具体的な賃労働の理論の展開を
『資本論Jに求めるのは無理だとしたことである｡むし
'ろ､｢賃労働の理論は 『資本論』.が終わったところで始
まる32)Jとして､賃労働の理論は F資本論Jから離れ､
窮乏化法則からも解き放たれて､独自な理論の体系が必
要だとした｡
つぎに第2は､労働問題の分析 ･研究の出発点たる基
礎範噂 (原基申形態)を賃労働とし､この概念で労働力
と労働者とを統一的に捉えようとしたことである｡資本l
の論理-経済学では労働力商品が基礎範時となり､その
販売者であり担い手である労働者およびかれらの生活は
経済学の分析の対象外に押 し出されてしまう｡しかし､
賃労働の理論では ｢自らの労働力を商品として資本に売
I
り､その価格としてえた賃金によって人間としての生活
を支えようとする労働者の社会的存在を賃労働と呼3:iJ
び､商品労働力とその背後に隠された担い手としての労
働者とを再び結合させ､賃労働の再生産の運動法則を具
体的 ･現実的な次元で解明しようとしたのである｡
その結果､第3は､労働者の家庭における消費生活過l
程を労働問題研究の対象に繰り入れたことである｡経済
学が分析する,のは､労働者が労働力を販売し､賃金をえ
て､生活手段を購入するまでの過程を対象とするが､そ
の後の生活手段の加工および消費過程は個人の私的領
域 ･家庭生活に属するものとされ､経済学の分析の対象
外においてきた.しかし､労働者の消費生活過程は､(彰
-108- 人 間 福 祉 学 科
労働力の再生産の過程であり､②資本の再生産の条件を
生産する過程でもある､③この生活過程は資本の直接の
支配が及ばないので労働者の主体の回復の場である､よ
って消費生活過程は賃労働の理論において自立的な重要
な契機であるときしれた34)0
これらの論点を､隅谷は賃労働の再生産範式において
示すが､賃労働の再生産過程は資本の再生産過程を前提
とし､これと関･連をもつので､両過程を併置し､さらに
後には政府を置いて､以下のように提示した｡
資 本 恵 三･･p･･W* G'
賃労働 (^"_(｡)..AL.｡_W,_A(,)
} ｣-ー √J Lー
労働市場 労働過程 消費生活過程
??
?
?
?
? ?
???? ?
??
労働政策
社会政艶
*出所 r労働経済の理論J､東大出版会､1976年､p.30
この図で､上段が資本の再生産過程,中段が賃労働の
再生産過程を示すが､中段の最初のA (W)- (G)の
過程は労働力商品の売買 (貸金 ･価格の決定)を行うの
で労働市場と呼び､次の-Ap-は実際に労働力を消費
するので労働過程であり､最後のG-W'-A (W)は
賃金を後払いされて､生活手段を購入し､それを加工 ･
消費し､出発点と同じ労働力商品A.'(W)を再生産する
が､これを労働者の消費生活過程と捉えている｡そして､
さらに上段と中段との間で労使関係が労働経済論の第2
の分野として成り立ち､そして当初には示されていなか
ったが､後に下段の政府の介入が付け加えられ､賃労働
の再生産および労使関係にかかわる労働政策=社会政策
が労働経済論の第3の分野を構成するものとされた｡
このように､賃労働の理論はいわば労働問題の経済理
論を追求するもので､労働市場 ･賃金論､労使関係論だ
けでなく､労働者の消費生活過程を分析の対象に含めた1
ことは注目すべきである｡この消費生活過程から､社会
保障が労働問題研究の対象の枠内に入る道筋が与えられ
ることになる35)｡しかし､それはあくまで ｢労働者｣の
生活過程であって､｢国民一般｣の生活過程にまでその
枠を拡大するものではなかった｡その意味では､賃労働
の理論は労働経済論を脱却しきれないのである｡
(3) 社会保障の展開と社会政策論
わが国において､.第2次大戦前に社会保険制度の歴史
を有していたが､社会保障制度の本格的な展開は､戦後
の新憲法第25条によって可能となった｡敗戦によって､
工業や農業の生産力は壊滅的な打撃をうけ､国民は飢餓
的貧窮にさらされ､緊急の生活援護が必要であった｡そ
(6)
れに対応して､新しい社会保障制度も公的扶助 (生活保
護)を中心として発足せざるをえなかった｡
しかし､新憲法のTで新しい社会体制が提起されると､
医療保険制度の応急的な整備が行われ､労働者災害補償
保険が健康保険から分離され､また新たに失業保険制度
が創設された｡その後､社会保障制度審議会の勧告
(1950年)で社会保険を中心とした社会保障制度の確立
が勧告され､それと同時に国民健康保険制度の再建や共
済組合の再編も行われ､やがて厚生年金保険の蘇生
(1954年)が由られた.労働組合も社会保障の充実を求
めるようになり､日本労働組合総評議会 (総評)は1954
年2月には ｢社会保障要綱｣を発表した｡
高度経済成長期に入ると､生活保護基準の改善が行わ
れ､社会保険制度も保険料の引き上げを伴いながら､社
会保険の給付の引き上げを行なった｡また､高度経済成
長は国民の所得水準や生活水準を向上させ､平等意識を
覚醒した｡自営業者や農民も社会変動の波に巻き込まれ､
生活に不安をいださ､生活保障制度の必要性を感じた｡
それに対応して､自営業者や農民にも社会保険への加入
を強制し､ここに国民皆 (医療)保険体制と骨年金体制
が実現した (1961年)0
このうち､国民健康保険についていえば､医療保険に
最低保障原理を適用することは適当ではなく､それぞれ
の時期における一定水準以上の医療給付を保障すること
が要請された｡しかし､所得捕捉の仕方に問題があると
はいえ､自営業､農民の平均的な所得水準は低く､被用
者保険のように事業主負担はなかったので､財源の中に
大幅な国庫負担を前提しなければならなかった｡その意
味では､むしろ､対象を国民一般とし､大幅な公費負担
を制度化.･Lたことで､国民健康保険は真しく社会保障の
特質を明瞭に示す制度であるといえる｡
さらに昭和40年代に入ると､短い調整的景気後退を経
て､なお高度経済成長は持続し､社会保障のより一層の
充実が図られた｡それに伴って､給付費用は膨張の一途
をたどったが､所得と租税収入の伸びも目ざましく､自
己負担､保険料､国庫負担も引き上げられた｡
医療保険の分野では､療養給付期間の撤廃 (1963年)､
国保の給付率の7割引き上げ (1968年)などの給付改善
が行われた｡しかし､それは財政赤字という出血を伴い､
財政対策に追われることになった｡それにもかかわらず､
医療保障へのニーズは強ぐ､老人医療費の無料化 (1972
年老人福祉法改正)､被用者保険の家族給付率の7割引
き上げや高額療養費制度の創設 (1973年)などが行われ
た｡
公的年金の分野でも､老齢年金給付の改善が継続して
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行われ､モデル年金は､厚生年金､.国民年金ともに1万
円年金 (1965年)､2万円年金 (1969年)､5万円年金
(1973年)へと引き上げられていった｡もちろん､.保険
料 ･率も引き上げられたが､政治的な配慮が働き､修正
積立金方式 ･段階的保険料 (率)ということで､必要な
料率以下に抑えられた｡
また､その間に児童手当制度が創設され (1971年)､
当初は第3子以降に限定され給付金額も低かったが､資
力調査を必要としない社会手当が制度化され､ここに国
際的にも社会保障制度が完備したこととなった｡しかし､
それは形式的にすぎず､その後は一貫して実質的な給付
改善は行われなかった｡
以上のように､制度の改善の説明に紙数を費やしすぎ
たようであるが､わずか20年足らずの高度経済成長期に
かくのごとく社会保障制度の充実が図られたことを示し
ておきたかったからである｡
それにもかかわらず､このような社会保障制度の拡充
に対して､社会政策学の立場から､社会保障の拡充をど
のように説明し､それらが社会政策理論の枠組みにどの
ような影響を与えるのか､などに関すろ理論的顧究はほ
とんどみられなかった｡この時期において､社会保障に
関する研究は､社会政策の本質規定に関わって､社会政
策学の主流とはなりえなかったのである1%).
しかし､社会保障制度の拡充は無視Lがたい事実であ
ったから､たとえば社会保障は労働者を対象としないが
ゆえに社会政策ではないと断定した岸本英太郎でさえ､
その編著 『社会政策入門』(初版1967年)において社会
保障に二つの章を割いているほどである｡しかし､それ
でもなお､社会政策と社会保障の関係については理論的
に言及されなかった｡この他に､昭和30年代後半以降に
出版された社会政策に関する書物は多いが､その多くが
社会保障に関する章をおいていた｡そこでは､社会保障
を社会政策の現代的形態と位置づける場合が多かった
371｡ それは､事実としての社会保障制度の定着と発展
は､労働者生活の再生産を保障する社会政策学と関わら
せる必要があったからである｡
とはいえ､関連のさせ方は概ね二つの方向があったと
思われる｡
その一つは､社会保障を社会政策とは別の体系として
位置づけながら､社会保障を何らかの形で社会政策との
関連を兄いだそう･とし､社会政策の類似概念も･しくは関
連領域として､社会政策との接点を探ろうとすることで
ある｡
大河内一男は早くから社会保障を統一的な国民の生活
を保障する国家の制度であることを認めながら･%)､その
(7)
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後においてさえなお､社会保障制度とは､第一に失業し
て生活困窮に陥った者の生活安定装置と､第二に各種の
事故に対する社会保険という包括的名称で呼ばれてきた
社会政策の領域､第三に古くは慈善救済事業､最近では
社会福祉事業などと呼ばれる桓続的な社会事業的な救
済､この三つの領域を一つに統一した生活保障の国家的
な制度であり､したがって社会保障は社会政策 (-社会
保険)とは異質の制度を含んだ総合的な制度であるから､
社会保障と_社会政策との差異は明きらかであると規定し
たのであった39'｡しかし､このように､社会保障と社会
政策と七差異があるとしながらも､総合的制度とする点
で両制度の相互の関連は全 く否定しきれないようであ
る｡
この点は､.佐口卓も ｢社会保障は労働力所有者のみな
らず､労働力の非所有者を含む全国民に対する生活保障
策であ､り､制度としても社会保険と公的扶助を中心とす
ることにおいて､従来の社会政策の範時においてとらえ
ることは困難なのである｣とされた40)･｡にもかかわらず､
共編著 『社会政策講義』の第4部を ｢社会政策の現代的
課題｣として､･その簡_1章に ｢社会保障の登場｣を置い
ているのである｡
さて､いま一つの方向は､社会政策と社会保障との関
係を問題にしないで､講座社会保障､社会保障論､社会
保障概説､透)るいは社会保障入門などのタイトルをつけ､
自由に社会保障についてのみ取り上げ､~論じることであ
った41)0
それらは∴さまざまな視角から社会保障について論じ
るのであるが､社会保障の権利性やあるいは権利として
の社会保障論から日本の社会保障の水準の低さや不安定
性などを展開する立場のものがあり､さらには社会保障
を制度的にとらえて､制度の実態や制度の矛盾､国際比
較などを通じて改善すべき点を論じる,･立場のものもあっ
た｡
これらは､いずれにしても､社会保障制度の発展を前
提にして､社会政策学的解釈から離れて自由に､さまざ
まな問題意識や角度から社会保障について制度に関する
研究を進めようとした現れであったといえる｡この頃か
ら､経済学部系の大学で社会保障論の講座もしくは学科
目がおかれるようになり､社会保障研究所が設立された
のも1965年のことであった｡
総じていえば､この時期の社会政策学の立場からは､
あるいは労働経済学の立場からでも､社会保障制度の発
展 ･定着を､従来の社会政策本質論争における定義にこ
だわり､理論的に受け止める態勢が未だ整っていなかっ
た､といえよう｡したがって､いきおい社会政策学から
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離れて､あるいは社会保障理論上も離れて､社会保障の
制度に関する研究が先行したのであった｡
3.総合社会政策学と ｢新しい生活論｣の構築
(1) 福祉国家の危機と総合社会政策論
ドルの金党換停止 (ニクソ･ン･ショック)とそれに伴
う原油価格の引き上げ (オイル ･ショ'ック)は､昭和40
年代の高度経済成長に終止符を打たせ､昭和50年代は低
成長の時代へと転換させ､先進国における福祉国家体制
･を揺るがせることになった｡
いま､この過程を簡単に振り返るならば､オイルショ
/
ックは原湖の高騰から物価騰貴をもたらし､それは大幅
な貸金上昇を伴わせヾそれらは製造原価を引き上げ､製
品価格を高騰させたので､インフレが急激に進行した｡
これに対して､政府は総需要抑制政策をとったが､それ
は需要を減退させ､その結果､経済成長率は低下し､失
業や企業倒産が激増した｡失業者の増加は失業給付を増
加させ､経済指標に自動的にリンクしてスライド改定す
る社会保障給付制度はインフレによって社会保障支出を
増加させるとともに､不況対策などの政府補助金も増加
させたので､政府の財政支出を増大させた｡他方､低成
長や賃上げの抑制､失業者の増加は税金や社会保険料収
入を抑制したので､政府の財政収支は赤字となった｡
これに対応して､政府は財源不足を補うために国債を
発行せざるをえないが､国債消化のために高金利政策が
とられ､市中金利を高めた｡それは民間企業に資金不足
をもたらし､設備投資を減退させ､生産性の低下と減量
経営をもたらす結果となった｡ここに高インフレ､高失
業､低成長が同時に引き起こされ､スタグフレーション
が持続したのであった｡
このような先進国における状況を憂慮して､OECD
(経済協力開発機構)労働力 ･社会委員会は､1974年7
月に ｢総合社会政策｣(IntegratedSocialPolicy)プロ
ジェクトを提起したのであった｡OECD加盟諸国はこ
れに基づいて調査研究や報告 ･討論を行い､日本では経
済企画庁国民生活局を中心に ｢総合社会政策基本問題研
究会｣が設置され､1977年5月に研究会報告書42)が取り
.まとめられた.
さて､そこで認識され提起されたのは､オイル･ショ
ック以降の持続する低成長とスタグフレーションの下で
財政危機をもたらしているのは､社会保障費を中心とす
る社会政策費への支出の増大のゆえであり､その維持 ･
拡大がもはや困難となり､む･しろ社会保障費の肥大が成
長の足を引っ張り､それゆえに社会保障政策を調整 ･抑
制するとともに､経済成長と雇用の回復を図る総合的な
政策が必要である､ということであった｡
この点を､わが国の経済企画庁は､総合社会政策にら
いて､つぎのようにまとめている43)0
最も狭義の社会政策は社会保障政策と重なるが､それ
よりもう少し広く捉えた ｢社会政策｣は､公的扶助と社
会保険 (-社会保障)のほかに､健康､労働､住宅､物
的環境を含む｡この場合には､それらの個別領域は相互
に調整され､総合化されなければならない｡さらに､こ
の広義の ｢社会政策｣と経済政策とは緊密な関係がある
ので､両者の間の総合化が必要になるが､この意味にお
いて総合化された社会政策を｢社会-経済政策｣と呼ぶ｡
しかし､ここで ｢総合社会政策｣と呼ぶのは､｢社会-
経済政策｣を下部システムとして包摂する一段上の概念
で､広義の社会システム全体を対象とするdすなわち､
｢社会-健済政策｣は主に物的および人的資源を対象と
するのに対して､｢総合社会政策｣は家族､-コミュニテ
ィ､階層と社会移動など社会学でいう関係的資源､およ
び余暇､価値観､意識､文化などの文化的資源をも含む
広い意味での トー タルな社会システムを対象とする政策
である｡
では､何をどのように総合化するかについてであるが､
OECDとわが国とでは若干の相違があるが､まず①政
策研究の総合化や学際的研究 ･協力を図るという意味で
あり､次に②政策目的間の鷹合化であり､具体的には経
済政策と経済政策やその他の政策との総合化を行うとい
う意味である｡さらに､⑨政策主体間の総合化であり､
国にだけ依存するのではなく､地方自治体､企業､労働
組合､地域社会､ボランティア､個人の役割の関連や調
整を考慮した総合化であり､それゆえに ｢福祉国家から
福祉社会｣というスローガンが捷起される所以である｡
また､④政策対象の聡合化であり､社会政東の対象を国
民全体に拡大することであり､普遍主義的な意味での総
合化であり､さらに⑤社会政策の内容の総合化であり､
各種福祉政策の横の連携やライフサイクルを念頭におい
た福祉の時間的な縦の総合化であり､最後に⑥社会政策
手段の総合化であり､現金給付やサービス､税金控除や
手当金､施設処遇などの連携 ･総合化である4)0
このようにみると､総合社会政策は日本における伝統
的な戦前 ドイツ流の社会政策 (ゾティアル ･ポリティー
ク)とは異なる概念であり､イギリスのソーシャル ･ポ
リシーやソーシャル･サービスに近く､それをさらに拡
大し､経済政策やその他の関連諸政策にまたがる社会の
ための全般的総合政策を意味するものであった｡
このような内容をもつ ｢総合社会政策｣学か必ずしも
(8)
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日本における社会政策学あるいは社会政策学会に大きな
影響を与えたとはいい難いが､しかし､そのイデオロギ
ーの是非は別にしても､総合社会政策が提起されざるを
えなかった社会 ･経済的状況は実在したとみるべきであ
り､その限りにおいてそれらが日本の社会政策研和 こ与
えた影響にづいて考察する必要があろう｡
(2) 新しい社会政策学への再構成
以上のような総合社会政策論の提起する内容は､｢労
働力の保全｣を本質とした大河内理論と対立するはずの
ものであった｡
しかし､大河内は現実を柔軟に受け止め､｢社会政策
は.今日､その伝続的な政策分野を超えて､ひろく､社∫
会保障および社会福祉の諸分野を覆うようになってお
り､それぞれの分野の伝統的な守備範囲を超えて他の分
野と交錯重複するに至っており､それぞれの施策ないし
政策の問の調整と続-とを必要とするに至っている45リ
ことを認めている｡ 従来の大河内理論では､社会政策の
対象を 丁労働力｣としていたがi総合社会政策を視野に
いれた時期においては､労働力の概念を拡大して､人間
労働力､マン･パワーなし.､Lはレーバー ･パワー､･ひろ
くはヒューマン･パワ丁に置き換え46)､一方で ｢人間を
その生涯の縦の系列においてライフサイクルとして､労
働生活の以前､労働生活の継続中､労働生活から離脱し
て以後の老齢期の生活｣にわたるものとして捉えるとと
もに､他方で ｢横の系列で､国民のそれぞれの階層分野
を通じて､広く--たとえば雇用労働者以外の自営業者
およびその世帯員､あるいは各種雑多な自由職業の従事
者およびその家族､あるいは職業をもたない妻47リ にま
で包摂する必要があるとした｡そして､それ故に ｢新し
い意味での社会政策 (socialpolicy)が今日提唱されて
いる48'Jのであって､この｢新しい社会政策の理念｣は｢人
間の働く生活をより効率よく､またより人間的に､活力
あるものにする49)J点にあると碇起したのであった.
その結果､社会政策の新しい領域に関して､｢単に労
働力として機能する環境や雇用条件についてのみなら
ず､その世帯の消費生活や余暇や娯楽やスポーツや教育
や福祉等についても-社会政策の一部-だと考えなけれ
ばならなくなっている50｣と述べ､労働者の｢労働生活の
対極である消費生活あるいは非労働の生活について51リ
も､それを社会政策の課題に含めている｡
このように論理を進めながら､それでも大河内は ｢人
間の働く生活と深くむすびついている｣という意味にお
いて､｢社会政策の本質である労働力の保全と･.培養とい
う機能が襲われたことを意味するものでない52リ となお
(9)
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自説にこだわろうとするのであるが､労働力 ･労働者 ･
人間 (の働く生活)の間には根本的な概念上の相違があ
り､労働力を ｢人間の働く生活｣という言葉に置き換え
よ･うとする場合には､少なくとも隅谷が提起した ｢賃労
働の再生産論｣を否定できないことになる｡
きて､隅谷においても､.社会保障が労働力の再生産のLl
枠を乗り越え､国民一般を対象とするようになったこと
は､大河内理論では説明困難と･なり,､大河内理論の破綻
を論じ､社会政策学は再構成を迫られていることを認め
でいる53).
すなわち､隅谷によれば､工場法と社会保険を支柱と
してきた社会政策は､･第2次大戦後に､完全雇用政策と
社会保障体系の成立によって､さらに一段の進展をみる
にいたったと位置づけた上で､社会保障の特質として社
会政策の対象が拡大されたということをあげている｡そ
の対象の拡大とは､大河内と同様に､二つの点で捉えら
れているが､それは第1に､｢ゆりかごから墓場まで｣
というライフサイクルにおいてと､｢労働市場から生活
過程まで｣という賃労働の再生産過程という二つの時間
的な流れの意味をもった ｢労働者の全生活過程の保障と
いう形態をとる点で-社会政策の完成形態を示｣してい
ることであり､第2には､｢社会政策は全雇用者を対象
と･し､時には自営業主やその家族従業者をも含めたもの
として､換言すれば､全勤労者を対象とし､その生活の
再生産の全過程を内容とするものとなった54リ というこ
とである｡
これをうけ､このような ｢社会保障の展開の中で我々
はもう一度社会政策の対象を拡大しなければならない｣
と提起するのであり､｢社会政策はその対象を労働者か
ら国民に拡大し､その生活確保の政策として再構築され
なければならないこと5)｣を提起したのであった.
しかし､隅谷自身の再構築された社会政策論の展開を
みることはできないが､その再構築のための手がかりを
撮むことはできる｡つまり､再構築の視点として､｢社
会政策の対象が労働者から国民に､生産過程における労
働力の維持､確保から国民生活の維持に拡大した時､分
析の視点に消費市場が登場する｡社会という視点は､消
費者を重要な対象とし､その社会生活が中核をなす--
現今の資本主義社会は､この社会保障を包含した比較的
安定した消費市場を重要な一翼として再生産されてい
る｡こういう視点で社会政策論は再構築されるべきでは
ないであろうか56)｣というように､消費者や消費市場を
めぐる問題車の関わりに手がかりを求めている.
ここに､社会政策学の再構成を視野にいれれば､社会
政策学の主題は労働問題から消費生活問題へと転換する
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点にあると理解することができる｡
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(3) 社会政策学における新しい生活論
では､消費生活問題や生活の論理に注目する場合に､
｢生活｣とは一体何を意味するのであろうか｡この点に
関して､隅谷は労働市場､労働過程とならんで消費生活●
過程こそが社会政策論を再構成する基軸であるとしたが
57㌧ その消費生活過程と同義であるのならば､｢新しい
社会政策論｣は新しい意義をもちえない｡
そのような問題点意識をもち､あるいは総合社会政策
論への対抗を意識して､生活の視点を社会政策論に取り
込んで総合的な体系を､比較的に早い時期に提唱したの
は木村正身であっrた｡すなわち､木村によれば､｢一方
では､労働 (賃労働)問題､労働政策を中心に据えなが
らも､他方ではひろく生活問題 ･福祉政策といわれてい
る領域をも包摂しうるような､社会問題 ･社会政策の全
体的概念をいわば総体的認識として規定し確立すること
58)｣の提唱であった.そこでは､労働者 (貸労働者)福
祉には､労働の現場にかかわる諸条件である労働条件と､
労働力の家庭ないし私生活 (消費点-生活点)の維持 ･
充足に直接かかわる諸条件である狭義の福祉条件の二つ
の領域があるが､結局のところ､｢労働条件もまた広義
の福祉条件の一環にはかならない59リ として､二つの領
域を総合化して包摂しようとしたことである｡
これに対して､西村私通は福祉条件という用語に問題
点があり､正確には狭義の生活条件または消費条件と呼
ぶべきだという｡すなわち､人々の日常生活は ｢広く消
費生活と呼ばれる分野と､労働生活と名付けられる部分
とに類別される｡そして､その総体こそが人々の生活そ
のものなのであり､したがって､この総過程をとりまき､
これを規定している諸条件が広義に生活条件というべき
ものなのであった60リ､という｡つまり､生活条件には
広狭二つの意味があり､従来捉えられてきたのは狭義の
生活条件であったが､これを正確を期するために消費条
件と呼ぶならば､広義の生活条件は労働条件と消費条件
とで構成される｡このように､生活条件は総体としての
生活条件の意味において捉えるべきだという｡言い換え
るならば､労働生活と消費生活の総体 ･稔過程として
｢生活｣が構成されるわけであるがしこのように広義に
生活を捉え直す点に ｢新しい生活論｣の方向が模索され
うる｡
以上のように生活問題ないしは生活条件を捉えるなら
ば､社会政策とは､いずれの国においてもその成立の当
初から ｢労働者を対象としていたが､その生活問題と生
活条件に関わ､る政策であった61)Jと理解できるという.
社会政策は工場法･をもって始まり､その後労働組合法や
社会保険立法へと進み､労働問題に関わる政策であるか
のように現象するが､しかしそれらの労働問題も､｢労
働者の生産点における虜働条件と､いわゆる生活点にお
ける消費条件の双方にまたがっており､生活の一部とし
ての労働と､これによって獲得される生活手段の消費を
めぐるそれぞれの領域における問題62'｣であるという意
味で､労働者の生活上の諸問題であり､したがって社会
政策は当初から労働者の全生活問題を課題にしてきたわ
けである｡
そして､｢基本的な労働諸条件の整備につれ､消費生
活をとりまく諸問題が社会政策の主要な柱として前面に
押し出され(,:"｣るようになり､近年の消費生活の変貌に
伴って社会政策もそれへの独自な対応を迫られている｡
消費の商業化や信用化､家事労働の外部化､生活様式の
社会的強制などの生活の社会化が進み､またサービス経
済化､家庭用耐久消費財の普及やその他消費財の多様化
も進み､他方､労働力の流動化政策によって核家族化が
進むとともに､地域での連帯感は希薄化し､さらに家族
内にも個人主義化が浸透するなかで､人々の価値観は個
別化し､多様化し､分極化してゆく｡それに対応して､
｢現代の社会政策は､こうした複雑で多面的な生活問題
に起因する社会問題に､その文化現象的諸側面にわたっ
ても､総合的､組織的な対応を求められるのであるti41J
と､社会政策の現代的な課題を提示する｡
このように､社会政策学の対象領域を労働問題のみな
らず生活問題に関わる領域にまで拡大する方向性は社会
政策学会においても関心が示され､全国大会のテーマ設
定にもその点がよく示されている65)｡また､1980年代以
降､･生活問題に関わる理論または政策を主題とする報告
が数多くみられ､また研究成果も多数出版された｡
そのなかで､1991年の社会政策学会第83回大会は ｢社
会政策学と生活の論理一新しい生活論を求めて｣を共通
論題とし､研究報告と討論が行われた｡もちろん､学会
の性質上､完全な合意による大会における続一見解が確
認されたわけではないが､社会政策学が労働と消費を包
括した広義の生活にその対象領坤を拡張することには､
とくに異論がだされなかった｡
それは､･今日､法定労働時間は短縮の方向に進んでき
たとはいえ､裁量労働や変形労働時間制の規制積和､女
子保護規定の撤廃､長時間サービス残業の日常化､パー
ト･派遣労働化の拡大､リストラなどoj雇用不安の問題
だけでなく､都市型の生活様式や社会強制型消費の膨張
など､労働問題と生活問題の両面に関わる問題が新たに
IR'出している昨今である｡ これらに対応するために､労
(10)
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働問題対策と生活問題対策が有機的に結合し､総合化さ
れた対策が求められている｡ここに､新しい生活問題に
対応する社会政策学の理論的再構築が必要とされるので
ある｡
むすび
これまで1970年代後半に､社会政策学において生活問
題研究の重要性が提起されたことがある｡それは､生活
大国や生活のゆたかさなど生活の質を問い直すことでも
あった｡
しかし､経済学分野の生活様式論鋪)や家政学系の家庭
経済学 7'は一定の展開を見阜たが､狭義の生活過程の研
究は一部の研究者に限られ､十分な共通的な成果は期待
できなかった｡そのような研究状況のなかで ｢新しい生
活論｣としての社会政策学が提起された｡
そのような提起は､すでに見たように､新しい生活論
や社会政策学の必要性や領域､内容について明確にした
が､その分析 ･研究方法については必ずしも明確ではな
い｡
実は.､新しい社会政策学においても依然として､その
中心課題は労働問題であり､労働間･題を基礎にふまえて
生活問題を総体と●して把握するものと捉えられている｡
たとえば､西村絡通は､今日の社会政策における消費生■
活問題の大きさにもかかわらず､｢社会政策の中心課題
は依然として労働問題であり､近代社会の基本部分を支
える労働問題の枠組みの比重は重大であ6叫 るといい､
それにもかかわらず､消費 ｢生活の社会化｣からのみ､
新しい社会政策学の理念と理論を導きだそうという試み
はかえって社会政策の統一的理解を妨げることにつなが
る｡したがって､労働問題を基礎にふまえて生活問題を
総体として把握することが重要であること.を強調する｡
確かに､いわれるように､生活問題が社会 ･経済シス
テムや生産 ･労働過程の問題から映し出されるのは事実
であって､その道ではない｡しかし､労働問題基底論だ
けでは新しい社会政策学や生活論の方法が確立したとは
いえない｡
ここで改めて､従来の労働 ･労働者視点のみでは生活
問題を包摂することはできず､非労働 ･非労働者視点を
含めて問題が捉えられる必要が提起さ.れたことをもう一
度強調しなければならない｡たとえば､労働者と消費生
活者 ･市民 ･住民､労働者と家族､労働期間と非労働期
間､さらには生産と消費､さらには人尚と自然 ･環境の
関係を含めて､人間生活を総体として問い直すことが提
起されている｡そのような総体化する論理と方法が求め
られている69)0
(l l )
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ところが､総体化の論理は､社会政策学の理論的帰結
というよりは､現実の生活の領域の拡大と問題の深化へ
の対応によるものである｡それゆえに､今日なお､社会
政策学において新しい生活論を科学的に分析 ･研究し､
労働問題と生活問題を有機的に総合化す'る方法論は確立
されていない｡そのためには､生活を取りまく諸研究の
成束を利用しなければならないが､その方法は社会政策
学の今後の課題である｡
･-注
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逸社会政策思想史 (上巻)』(『大河内一男著作剰
第1巻)､青林書院新社､1968年版､に詳しい｡
2)岸本英太郎 『社会政策入門 〔改訂〕』､有斐閣､1973
年､p.320
3)同上書､p.340
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工の生計状態｣の付録によって知ることができる (注
6)を参照のこと)0
6)大会記事が 『社会政策学会史料集成Jの第5巻およ
び第6巻 (御茶の水書房､1977年)として復刻された｡
第5巻 『労働保険』(p.35)によれば､これを提案し
たのは高野岩三郎であり.､投票の結果大多数で決定さ
れた｡
7)これらの調査の過程は､大島清著 『高野岩三郎伝』
(第3章､岩波書店､1968年)を参照のこと｡
8)F生活古典叢書第7巻 家計調査と生活研究J､光生l
館､1971年､pp.89-1010
9)F生活古典叢書第6巻 月島調査j､1970年
10)大正期の社会政策の特徴については池田信 『日本的
協調主義の成立』(啓文社､1982年)を参照のこと｡
ll)健康保険法と労働組合運動との関係は坂口正之 『日
本健康保険法成立史論』(晃洋書房､1985年)を参照
のこと｡
12)大河内一男 『(増補)社会政策の基本問題j(日本評
論社､1954年)に所収｡
13)永野順造 『国民生活の分析』､時潮社､1938年｡
14)篭山京 『国民生活q)構造』､長門屋書房､1943年.
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18)服部英太郎 ｢社会政策の生産力説への-批判｣1949
年､『国家独占資本主義社会政策論J(著作集第5巻､
未来社､1966年)に所収｡
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p.440
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館､1984年､p.1350
26)中鉢正美 ｢生活構造論の基本的問題点｣､『日本労働
協会雑言別 第24号､1961年､p.10(注23書に所収)0
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治郎 ･副田義也編 『生活構造の1理論』(有斐閣､1971
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28)中鉢前掲注24書､p.310
29)マルクス 『資本論』第1巻第7編第23章は資本制的
蓄積の一般的法則を論じた箇所であるが､窮乏化法則
を論じたと理解されている｡しかし､法則性の当否と
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30)隅谷三喜男 『労働経済論J､日本評論社版 (第1章)
所収､1965年｡
31)同上書､p.20
32)隅谷三喜男 『労働経済の理論J､東京大学出版会､
1976年､p.390
33)同上書､p.400
34)同上書､p｡43｡
35)同上書､p.290
36)このような社会保障と社会政策の研究状況を､福武
直は ｢労働者を対象とする社会政策から社会保障への
展開が始まったにもかかわらず､この新しい転換に即
応する教育研究体制も生まれなかった｡社会保障を主
･題とする講座は､国立大学のいずれにも設けられなか
った｡社会保障は主として旧来の社会政策学ないし労
働経済学の研究者や労働法学者によって論じられるこ
とになる｣と回顧している (社会保障研究所編 r社会
保障の基本問題J､東大出版会､1983年､pp.5-60
37)たとえば､松尾均 F現代の社会政策』(東洋経済新
報社､1966年)､平田富田郎 ･佐口卓編 『社会政策講
義j(青林書院新社､1971年)などがあげられる｡
38)大河内一男 『社会保障J､有斐閣､1957年､p.237.･
39)大河内一男 『社会政策入門』､青林書院新社､1978
年､pp▲98-990
40)平田 ･一任口前掲注36書､p.1620
41)たとえば､『講座社会保障1-4』(至誠堂､1959年)､
松尾均 ･.江口英一編 『社会保障 (講座日本の労働問題
3)J(弘文堂､1962年)､与田柾 『社会保障』(ミネル
ヴァ書房､1965年)､松尾均編 『社会保障読本』(東洋
経済新報社､1967年)､近藤文二編 『社会保障入門j
(有斐閣､1968年)などがある｡
42)経済企画庁国民生活局編 『総合社会政策を求めて一
福祉社会への理論｣､大蔵省印刷局､1977年｡
43)同上書､p.18を要約｡
44)同上書､p.22および西村糸通 ･木村正身編 r総合社
会政策と労働福祉J､啓文社､1983年､p.36-70
45)大河内一男 ｢社会政策におけるインテグレーション
について｣､同上書所収､1983年､p.10
46)大河内一男､.同上注45稿､p.120
47)大河内一男 『社会保障入門J､青林書院新社､1979
年､pp.106-1070
48)大河内一男､前掲注45稿 ｢社会政策におけるインテ
グレーションについて｣､p.120
49)大河内一男･｢新しい社会政策の理念を求めて｣､F大
河内一夫集第2巻』所収､1984年､p.248.
50)大河内一男､同上注49稿､p.244｡
51)大河内一男前掲注47r社会保障入門J､p.1030
52)前掲注49書､p.2470
53)隅谷三喜男 ｢戦後社会政策の到達点｣､社会政策叢
書編集委員会編 『戦後社会政策の軌跡』､啓文社､19
90年､p.150
54)隅谷三善男 ｢現代社会政策の基本問題｣､『季刊労働
(12)
坂口正之 :社会政策学と生活研究
法別冊』第5号､総合労働研究所､1979年､pp.6-7
&11｡
55)前掲注53稿､p.19｡
56)前掲注53稿､pp.19-200
57)隅谷はかつて1954年に ｢賃労働の理論｣(前掲注30
書所収)を提唱したが､労働経済論において労働者の
消費生活過程の重要性を論 じた｡そして､10年後の
1965年の ｢社会政策論の再構成｣(前掲注30書所収)
では､その一つの論点として､社会政策は完全に経済
理論では割り切れず､社会的政治的契機を含んでいる
と理解すれば､社会政策の理論的出発点を労働者から
分離された労働力商品に求めるのではなく､｢労働力
の売り手である労働者との一体性において存在してい
る｣点にある｡そして､労働者が労働力商品化におい
てのみ労働者-人間としての存在を許されるという点
に､労働問題の基底があり､それゆえ労働問題は人間
の主体性の問題や疎外された労働からの回復の問題に
かかわり､労働問題は社会問題となり､これに対する
政策が社会政策とよばれることを提起した (同上書､
pp.98-lop).
このように捉えると､労働者の消費生活過程は､労
働力と労働者との一体化を実現し､主体性を回復する
重要な過程であり､よって社会政策理論の再構成の
基軸となる｡
58)木村正身 ｢労働条件と福祉条件一社会問題の総体的
認識のために｣､『香川大学経済論叢』47-4･5･6 合
併号､1975年､p.10
59)同上稿､p.150
60)西村裕通 『現代社会政策の基本問題』､ミネル ヴァ
書房､1989年､pp.279-80｡
61)同上書､p.2780
62)西村鮪通 ･荒又重雄編 『新社会政策を学ぶ』､有斐
閣､1989年､p.13｡
63)同上｡
64)同上書､p.140
65)生活問題をやや拡大して､生活､国民､労働者福祉､
福祉国家などのキーワ一,･▲ドを伴う共通論題を例示すれ
ば､現代の労働者福祉 (1973年)､労働運動の国民的
課題 (1976年)､福祉国家体制と社会政策 (1977年)､
現代の福祉政策と労働問題 (1980年)､総合社会政策
と労働福祉 (1981年)､社会政策の危機と国民生活
(1990年)､社会政策学と生活の論理 (･1991年)､変化
の中の労働と生活 (1992年)､今日の生活と社会保障.
改革 (1･994年)などがみられるが､この他の大会で
も生活問題に関する報告は多く見られる｡
(13)
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66)たとえば､成瀬龍夫 『生活様式の経済理論j､御茶
の水書房､1988年｡
67)たとえば､伊藤セツ 『家庭経済学』､有斐閣､1990
年｡
68)同上書､p.130∫
69)･多層育三は､『生活経済学』(晃洋書房､1989年､
pp.20-23)において､生活問題の3領域として､労働
市場､家庭生活､商品市場を設定し､そこから派生す
る問題を労働問題､生活問題､消費者間題とし､対応
の研究方法を労働経済学､生活経済学､消費者経済学
とした｡このような分類 ･整理はともかく､個々その
ネーミングには必ずしも意見の一致をみないが､広義
の生活過程が以上の3つの研究分野で構成され､それ
ぞれの研究領域と研究方法を明確にした点は評価され
るべきである｡
この整理を利用すれば､これらの3分野を総体化す
る体系が社会政策学であるといえる｡それをどのよう
に総体化するかは､その方法は未だ確立されておらず､
今後の課題としたい｡
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Summary
Thesubjectofthistreatiseistoreview historicalyhow theschoolofsocialpolicyhadstudiedonthe
problemoflivelihoodinJapanbefore.
Inthiscountry,theschoolofsocialpolicybeguntostudyonthelivelihoodproblemwithtelationtothe
studyofthelabourproblem in18190S･.Bothofproblemsweretreatedwithinsocialpolicyatthattime,as
theyweresocialproblemsinrasense.
BeforethemiddleoftheMeijiera,theobjectofsocialpolicywasthepoorwretche･d,Womenandyoung
labourerintextileindustryparticularly.B山withtheadvanceofth･emonopolisticcapitalismsafterthe
industrialrevolutioninJapan,theobjectwasexpandedintoadult~maleworkersinheavyindustriestoo.
Withtheadvanceofcapitalism,inearly･1930S,OHKOCHIKa2uO(profe_ssorofTokyoUniv.)providedthat
thesubjectofsocialpolicywasnaturalrepLrOductionoflabourforceduetoarationalisticwholecapital.
Aftetthesecond､worldwar,astradeuhionswerelegalized,labour:movementdevelopedradically.Asa
result,KISHIMOTO Eitaro (prdfessotofKyotoUniv.)regardedthatlabourmovementswereessential
factorswhichaccomplishedsocialpolicyactually.Inaddition,heargueedthatsocialreform policyfor
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peopleotherthanworkers,examplesocialsecurity,wasnotsocialpolicybecausesocialpolicywasthe
policyforworkersonlyinthestrictsense･Therefore,socialpolicydidnotmakeworker,shomelifea
subjectforthestudy.
In1960S,WeJapanes?peopleenjoyedtheimprovementofhigherlevelofincomeandthelivingcondition
underthehighgrowthofJapaneseec.onomy･Astheeconomicdevelopment,thenatiohalstandardofliving
wasdeterminednotonlybywagelevelbutalsobymanyvariousfactors･Hence'TYUBACHIMasayosi
(professorofKeioUniv･)prワposedthetheoryoflivingstructurewhichpeople･slifewereconstructedof
occupation,Family占cale,livingstandard,educationalbackground,consciousnessandcustom andetc.
Hereby,Studyonsocialpolicydealtwithworkerslivingproblem onthestageoftheirresiden･ce,suchas
theirlifestyle,theirlivingstandard,theirconsumptionoflivinggoodsandreproductionoftheirlife
andfamily.Inotherwords,theyrecognizedthatpeople'Slivelihoodwasnotinonestylebutinvarious
stylesordifferentstructures.
Duringofloweconomicgrowthafterlatter1970S,asmanyadvancedcountriesweresufferedfromtheir
owndeficitfinances,theyintendedtoreducethecostofsocialpolicyandthenproposedtheintegrated
socialpolicywhichoperatedtogethereconomicpolicy.Inspiteofthecuttingdownsocialsecuritybudget,
theintegratedsocialpolicyenlargedthesphereofactivitytowelfare,health,work,housing and
environment,andtogeneralpeopleincludingtheself-employedandfarmersetc.otherthanemployed
workers,andalsotoelderlypeople,housewifeandchildren.
Inthisway,studiesonsocialpolicygaveattentiontohomelifeofthenational.Furthermore,they
definedthatpeople'sliveswerecomposedof､bothworkinghoursanddomesticlifehours.Theyalso
suggestedthatitwasmeaningthenewtheoryoflifestudiestoclarifythatourlifecontainedtwokindsof
hoursabovementioned.Consequently,thisnew theoryoflifestudiesmayevolvetherestructuringof
socialpolicytheoryafterthis.
Nowweneedtodefinethewayhowtocomprehendtwokindsoflifehours.
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